
    (単位：百万円、％) 

平成29年度

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初予算比 最終予算比

A B C (A-B)/B (A-C)/C

 法人県民税 16,869 16,443 16,443 2.6 2.6 

 法人事業税 111,476 118,252 118,565 △ 5.7 △ 6.0 

128,345 134,695 135,008 △ 4.7 △ 4.9 

 個人県民税 145,989 151,998 145,352 △ 4.0 0.4 

内  所得割・均等割 138,282 140,174 139,657 △ 1.3 △ 1.0 

 配当割 4,449 5,996 3,115 △ 25.8 42.8 

訳  株式等譲渡所得割 3,258 5,828 2,580 △ 44.1 26.3 

 利子割県民税 1,360 1,281 1,330 6.2 2.3 

 個人事業税 5,555 5,621 5,533 △ 1.2 0.4 

 地方消費税 85,625 88,260 86,573 △ 3.0 △ 1.1 

内  譲渡割 71,515 71,883 72,786 △ 0.5 △ 1.7 

訳  貨物割 14,110 16,377 13,787 △ 13.8 2.3 

 不動産取得税 10,957 10,446 11,061 4.9 △ 0.9 

 県たばこ税 4,061 4,190 4,153 △ 3.1 △ 2.2 

 ゴルフ場利用税 2,621 2,515 2,626 4.2 △ 0.2 

 自動車取得税 5,625 4,802 4,732 17.1 18.9 

 軽油引取税 36,870 37,251 36,754 △ 1.0 0.3 

 自動車税 53,707 53,653 53,792 0.1 △ 0.2 

 鉱区税 4 4 4 0.0 0.0 

 核燃料税 1,240 1,240 1,240 0.0 0.0 

 狩猟税 41 44 42 △ 6.8 △ 2.4 

353,655 361,305 353,192 △ 2.1 0.1 

482,000 496,000 488,200 △ 2.8 △ 1.3 

 ※　「軽油引取税」については、旧法分を含む。

平成29年度　県税収入当初予算額の状況

  平成29年度の県税収入については、国の経済見通しや地方財政計画における都道府県税収入見込み、税制
改正の影響などを考慮しながら、最近までの課税実績及び収入状況を基礎として算定した。
　この結果、法人二税が平成28年度税制改正による外形標準課税拡大の影響により減少するとともに、個人
県民税や地方消費税も昨年１月以降に生じた円高や株価低迷の影響などにより減収が見込まれることから、
全体としては、前年度当初予算額対比97.2％の4,820億円を計上した。
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